（別添２）
企画書作成事項
企画書は、以下の項目について、別紙様式に従い全体Ａ４版15ページ以内で作成すること。ただし、資料添付が必要な場合は、別添として差し支えない。
１　業務に対する理解度
本業務に対する理解度を審査するため、「エコポイントの活用による環境対応住宅普及促進事業」を行うにあたっての課題及び重視する点について別紙様式Ａに従い記述すること。
２　業務実施方法等の提案
以下の提案事項について、別紙様式Ｂに従い記述すること。
(1)　エコポイント申請方法及び処理
郵送によるエコポイント申請の受理及び各都道府県に１カ所以上設ける申請を受け付けるための窓口（以下「申請受付窓口」という。）の体制整備を含め、エコポイントの申請方法について、具体的に提案すること。
また、申請書及び添付書類の確認及びデータ処理を行うための体制についても提案すること。
また、個人による申請と法人による申請を区別して提案を行うこと。
(2)　指定交換商品等の選定及び交換業務
環境対応住宅所有者の嗜好に応じた魅力ある商品とするための指定交換商品等の選定手法及び交換業務（指定交換商品等提供事業者等への支払い業務を含む。）の体制を提案すること。
(3)　申請受付窓口における即時交換業務
対象工事によって取得したエコポイントを、当該工事を行った環境対応住宅工事施工者と同一の工事施工者が一体的に実施する他の工事等の対価に充当する交換（以下「即時交換」という。）を行うための体制（申請受付窓口の体制含む）について具体的に提案すること。
(4)　エコポイント申請・登録・管理システムの構築等
対象工事に係るエコポイントの申請・登録・管理システム及びエコポイントの指定交換商品等への交換システムについて具体的に提案すること。
また、システム構築に当たって留意する点を挙げること。
(5)　環境対応住宅所有者、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主、指定交換商品等提供事業者等との連携
本事業は、環境対応住宅所有者をはじめ、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主、指定交換商品等提供事業者等多くの者が係ることから、その連絡調整をどう図っていくのか提案すること。
(6)　コールセンター
環境対応住宅所有者、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主等からの本事業に関する問い合わせやエコポイント付与及び指定交換の受付と処理に対応するコールセンターの整備体制を提案すること。
(7)　セキュリティ、不正対応等
環境対応住宅所有者（代理申請者を含む。）、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主その他の者によるエコポイントや指定交換商品等の不正取得、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主等によるエコポイントの不正操作を防止するための対策（現地での検査の方法・体制含む。）を提案すること（個人申請・法人申請それぞれに対する対策を提案すること。）。また、個人情報の適正な取り扱いについても、その対策を提案すること。
 　(8)　事業の広報
本事業の円滑な実施のため、環境対応住宅所有者、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主、登録住宅性能評価機関等に対しての広報活動の内容を提案すること。
３　業務実施フロー
業務全体の実施フローを別紙様式Ｃ－１に、業務全体の実施スケジュールを別紙様式Ｃ－２に従い記述すること。
４　業務実施体制
配置予定の全体管理者の経歴、手持ち業務等を別紙様式Ｄ－１に、配置予定のシステム管理者の経歴、手持ち業務等を別紙様式Ｄ－２に、業務の内容ごとの業務従事者の配置、役割分担等を別紙様式Ｄ－３に従い、記述すること。関係者、その他協力者等に関する情報（氏名、略歴の一覧、２名以上）を添付すること。
５　業務実績
過去５年間におけるポイント管理や商品等の交換等に関する類似業務の実績について、別紙様式Ｅに従い記述すること。
（別紙様式Ａ）
業務に対する理解度
「エコポイントの活用による環境対応住宅普及促進事業」を行うにあたっての課題及び重視する点を挙げること。
	


注：本様式はＡ４版１枚以内とする。

（別紙様式Ｂ）
業務の実施方法等の提案
（１）エコポイント申請方法及び処理
郵送によるエコポイント申請の受理及び各都道府県に１カ所以上設ける申請を受け付けるための窓口（以下「申請受付窓口」という。）の体制整備を含め、エコポイントの申請方法について、具体的に提案すること。
また、申請書及び添付書類の確認及びデータ処理を行うための体制についても提案すること。
また、個人による申請と法人による申請を区別して提案を行うこと。
	


注：別紙様式Bは全項目合計でＡ４版8枚以内に記載すること。
（２）指定交換商品等の選定及び交換業務
環境対応住宅所有者の嗜好に応じた魅力ある商品とするための指定交換商品等の選定手法及び交換業務（指定交換商品等提供事業者等への支払い業務を含む。）の体制を提案すること。
	


注：別紙様式Bは全項目合計でＡ４版8枚以内に記載すること。
（３）申請受付窓口における即時交換業務
対象工事によって取得したエコポイントを、当該工事を行った環境対応住宅工事施工者と同一の工事施工者が一体的に実施する他の工事等の対価に充当する交換（以下「即時交換」という。）を行うための体制（申請受付窓口の体制含む）について具体的に提案すること。
	


注：別紙様式Bは全項目合計でＡ４版8枚以内に記載すること。
（４）エコポイント申請・登録・管理システムの構築等
対象工事に係るエコポイントの申請・登録・管理システム及びエコポイントの指定交換商品等への交換システムについて具体的に提案すること。
また、システム構築に当たって留意する点を挙げること。
	


注：別紙様式Bは全項目合計でＡ４版8枚以内に記載すること。
（５）環境対応住宅所有者、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主、指定交換商品等提供事業者等との連携
本事業は、環境対応住宅所有者をはじめ、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主、指定交換商品等提供事業者等多くの者が係ることから、その連絡調整をどう図っていくのか提案すること。
	


注：別紙様式Bは全項目合計でＡ４版8枚以内に記載すること。
（６）コールセンター
環境対応住宅所有者、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主等からの本事業に関する問い合わせやエコポイント付与及び指定交換の受付と処理に対応するコールセンターの整備体制を提案すること。
	　



注：別紙様式Bは全項目合計でＡ４版8枚以内に記載すること。
（７）セキュリティ、不正対応等
環境対応住宅所有者（代理申請者を含む。）、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主その他の者によるエコポイントや指定交換商品等の不正取得、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主等によるエコポイントの不正操作を防止するための対策（現地での検査の方法・体制含む。）を提案すること（個人申請・法人申請それぞれに対する対策を提案すること。）。また、個人情報の適正な取り扱いについても、その対策を提案すること。
	　



注：別紙様式Bは全項目合計でＡ４版8枚以内に記載すること。
（８）事業の広報
本事業の円滑な実施のため、環境対応住宅所有者、省エネ建材製造事業者、環境対応住宅工事施工者、環境対応住宅事業建築主、登録住宅性能評価機関等に対しての広報活動の内容を提案すること。
	　



注：別紙様式Bは全項目合計でＡ４版8枚以内に記載すること。
（別紙様式Ｃ－１）
業務全体の実施フロー
	


注：本様式はＡ４版１枚に記載すること。
（別紙様式Ｃ－２）
業務全体の実施スケジュール
	時　期
	業　務　内　容

	
	


注：本様式はＡ４版１枚に記載すること。
（別紙様式Ｄ－１）
業務実施体制（配置予定全体管理者）
全体管理者
	氏　　名
	
	生年月日
	

	所　属
　役　職
	
	経験年数（うち本業務の類似業務の従事年数）

	
	
	　　　　　　　年（　　　　　　　　　年）

	　学　歴
（卒業年次/学校種別/専攻）
	

	従事分野の経歴（直近の順に記入）

	１）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）
２）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）
３）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）

	主な手持ち業務の状況（手持ち業務の総数：平成　年　月　日現在　　　件）

	業　務　名
	発　注　機　関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	

	主な業務実績

	業務名
	
	　契約金額
	

	発注機関
	
	　履行期間
	

	○業務の概要

	保　有　資　格

	○主な資格


注１　本様式はＡ４版１枚に記載すること。
注２　手持ち業務は、契約金額が５００万円以上の業務を対象とし、特定後未契約のものがある場合は、参考見積金額を契約金額と想定するものとすること。
（別紙様式Ｄ－２）
業務実施体制（配置予定システム管理者）
システム管理者
	氏　　名
	
	生年月日
	

	所　属
　役　職
	
	経験年数（うち本業務の類似業務の従事年数）

	
	
	　　　　　　　年（　　　　　　　　　年）

	　学　歴
（卒業年次/学校種別/専攻）
	

	従事技術分野の経歴（直近の順に記入）

	１）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）
２）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）
３）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）

	主な手持ち業務の状況（手持ち業務の総数：平成　年　月　日現在　　　件）

	業　務　名
	発　注　機　関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	

	主な業務実績

	業務名
	
	　契約金額
	

	発注機関
	
	　履行期間
	

	○業務の概要

	保　有　資　格

	○主な資格


注１　本様式はＡ４版１枚に記載すること。
注２　手持ち業務は、契約金額が５００万円以上の業務を対象とし、特定後未契約のものがある場合は、参考見積金額を契約金額と想定するものとすること。
（別紙様式Ｄ－３）
業務実施体制（業務従事者の配置、役割分担等）
	


注１　本様式はＡ４版１枚以内とする。
注２　業務の内容ごとに担当するチームの構成、役割分担、配置予定者の氏名、役職
及び簡単な経歴を記載し、またそのメンバーとした理由を併せて記載する。
注３　複数社が参加する場合は、役割分担・連携体制等を記載する。
（別紙様式Ｅ）
過去５年間におけるポイント管理業務等の実績
	業務名
	
	
	

	実施期間
	
	
	

	業務の概要
	
	
	

	特徴
（今回の企画提案業務を実施するために参考となる点）
	
	
	

	全体管理者の従事の有無
	
	
	


注１　本様式は、Ａ４版２枚以内に記載すること。
注２　業務名は６件まで記載できるものとする。
注３　業務の概要の欄には、調査業務内容を具体的かつ簡潔に記載すること。
注４　実績を証明するものとして、元請の場合は契約書写し、下請の場合は注文・請書写し
を添付すること。
注５　実績を証明するものとして、元請の場合は契約書写し、下請の場合は注文・請書写し
を添付すること。
